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概 要
本研究の概要は、「介護業界における異業種参入企業の競争優位」いわば参入に
おける成功・失敗要因について、実際の参入事例を考察することにより仮説を提
示する仮説構築型論文である。
具体的には、ワタミ、ベネッセ、東京海上グループの事例を取り上げる。分析
の観点として、異業種参入を多角化の一環として捉え、①範囲の経済、②リスク
の分散、③成長の経済の三つの観点からそれぞれの事例を考察する。ワタミ、ベ
ネッセは成功企業と捉え、東京海上グループは失敗事例と捉えている。
介護業界は新興産業であり、業界の特徴は一般的にあまり認識されていないと
思われるが、売上と営業利益率の相関がなく中小零細企業が多いことからアドバ
ンテージ・マトリックスで言う分散型事業だと考えられる。典型的な労働集約型
産業の業界で、顧客の増加に合わせて人員を増やす必要があり、規模を一気に拡
大するということが難しい。在宅型サービスと施設型サービスに大別されるが、
施設型サービスの方はある程度規模の経済が効くと考えられる。
ワタミの事例考察においては、①範囲の経済という観点からは、[１]食事に関し
ては他社よりおいしくコスト優位がある。[２]サービスに関しては労務管理の優位
性があり、また居酒屋事業からの人員補充ができる。[３]施設・設備に関してはロ
ーコストオペレーション、セントラルキッチンのノウハウが発揮できている。②
リスク分散という観点からは、ワタミ本体の社長いわく、ワタミには三つの財布
があり、若者、中高年、高齢者を対象にすることでリスク分散が図られている。
③成長の経済という観点からは、もうすでに介護事業の営業利益が外食事業を上
回っており、また社内的にも従業員に対して新キャリアパスを提示することがで
きている、と論じた。
ベネッセの事例考察においては、①範囲の経済の観点だと、明確なものがなく、
教育、安心のブランド、IT の活用、ダイレクトメールの効果的な活用ノウハウ、
教材開発のノウハウ、教育の研究、ガバナンスの仕組み、高い顧客満足度・定着
率、女性の活用、まじめな社員といった要素が、薄く広く効いているのではない
かと推察した。またオーバーエクステンションの好事例なのではないかと論じた。
②リスク分散という観点からは、本体の教育事業が少子化の影響で０～19 歳のマ
ーケットが減少していることから、シニア事業への進出が進められた。③成長の
経済という観点からは、オーナーの肝いり事業であり、すでに介護事業は、第二
の柱（売上比率約１６％）になっている、と論じた。
東京海上日動の事例考察においては、①範囲の経済、②リスク分散、③成長の
経済、いずれの観点からも適合しておらず、それが失敗の原因なのではないかと
論じた。
こうした事例を踏まえ、以下の三つの仮説を提示した。
仮説１：介護事業において、カスタマイズして付加価値を追求するよりも、標
準化して施設数と稼働率を高くするビジネスモデルの方が規模の経済
が効き、収益性が高くなる。
仮説２：サービス業でオペレーションを効率的に行える企業が介護事業への適
応性が高い。
仮説３：介護事業の本業に占めるウェイトや将来的な位置づけの大きさ、ある
いはトップの介護事業に対するマインドシェアが大きくないと成功し
ない 。
最後に、介護業界の将来に関して述べた。労働集約型産業から資本集約型産
業へ、あるいは分散型事業から規模型産業への移行の可能性について論じ、今
後の高齢化が予測されるアジア地域で日本の介護企業が通用する可能性がある
かどうかについて議論した。
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6第一章 はじめに
第一節 研究の背景
我が国の高齢化は急速に進み、2015 年には、「ベビーブーム世代」が高齢期（65 歳）
に達し、その 10 年後の 2025 年には高齢人口はピーク（約 3500 万人）に達すると予想
されている。
こうした状況の中、我が国の介護保険制度は 2000 年からはじまり、厚生労働省によ
ると介護の市場規模（介護保険給付費）は 2012 年度で約９兆円、2025 年には約 20 兆
円になると予想されている。介護保険給付費以外も含めると、その数字はさらに膨れ上
がる。
介護保険の理念の一つとして、それまで市町村や社会福祉法人等に限定されていたサ
ービス提供を、民間事業者の活力を導入するという観点があり、営利法人の参入が大幅
に認められ、異業種企業からの参入が相次いだ。
代表的な企業としては、ベネッセ（教育事業）、ワタミ（飲食業）、セコム（警備業）、
不祥事を起こし消滅してしまったが、グッドウィル（人材派遣業）などがある。その他
にも、東京海上日動、NTT、東京電力、明治安田生命、東急不動産、オリックス、学研
等の、いわゆる伝統的な大企業なども多数参入している。
なお介護業界の最大手であるニチイ学館、大手企業のツクイ、メッセージ、セントケ
ア等の企業は、介護保険法施行以前に訪問入浴、介護施設等の事業を既に本格的に行っ
ており、本論文の中では、既存の介護事業者という位置づけをし、分析の対象外として
いる。
図１：介護業界の売上ランキング（株式会社のみ）順位○は異業種参入企業
順位 ２０１１年度 売上 営業利益率 本体主力事業
1 ニチイ学館（介護事業） １３４３億円 7.3% 医療事務と介護
② ベネッセスタイルケア ６６５億円 7.0% 教育
3 メッセージグループ ６０５億円 15.2% 介護（祖業は病院）
4 ツクイ ４９３億円 7.0% 介護（祖業は建築）
⑤ セコム（医療・介護事業） ４２９億円 5.2% 警備
⑥ ワタミ（介護事業） ２８４億円 15.5% 外食
⑦ ユニマットそよ風 ２７５億円 5.6% 飲料サービス
8 セントケア ２５２億円 5.6% 介護
9 メディカル・ケア・サービス １４０億円 4.3% 介護
⑩ シップヘルスケア（介護） １２９億円 3.7% 医療機器
出所：KPMG ヘルスケアジャパン株式会社著『介護業界の基本と取引のポイント』（総合法令研究会）及
び各社の有価証券報告書を元に筆者作成
7第二節 研究の目的・意義
このように、介護業界において、異業種企業からの参入事例に事欠かないが、一定の
売上規模と利益率を達成し、かつ継続的に成長し、参入に成功している企業がある一方、
毎年介護市場の規模が拡大する状況下で、売上規模、利益率などが低迷している異業種
企業がある。この両者の違いは何なのかを、実際の異業種企業を取り上げ、仮説を提示
していくことが本論文の目的である。すなわち、介護業界に異業種企業が参入する場合
の成功の可否をわける要因は何か？本論文においてその要因解明の一助としたい。
第二章 介護業界の特徴及び先行研究
第一節 介護業界の特徴
介護業界は新興産業であり、まだ歴史が浅くその経営的な側面の研究は数少ない。ま
してや個別の介護企業、しかも株式会社を分析する研究はさらに数少ない状況である。
そうした状況の中で、慶応義塾大学の田中滋教授によると、介護業界の特徴として、
「①経営が政治・政策に従属的、②事業者に価格決定権がない、③経営の本質目標が多
様な事業者が存在、④介護分野の人材開発が不徹底、⑤組織上のマネジメント不全の可
能性が高い」1と述べている。すなわち介護業界の特徴は、政治環境に左右されやすく
不安定であるが、公的な側面を持つということからある意味保護もされており、価値観
が多様であることから事業者の評価が安定せず、どの会社が優れているのかわかりにく
い。そして、業界の歴史が浅く未成熟な業界であるということが推察される。
また、中小零細企業が極めて多いという特徴がある。「１法人あたり、パート等の非
常勤職員を含めても 300 人以上の職員を擁する法人は全体の 3％程度に過ぎず、１事業
所のみを営む法人が法人数全体の約３割を占めるといわれている」2という。こうした
「市場の細分化は、わが国のみならず欧米各国でもみられます」3ということから普遍
的な傾向だと思われる。
また上記の図１からわかるように売上順位（規模）と営業利益率の相関のなさからも、
介護事業は、アドバンテージ・マトリックスで言う分散型事業だと考えられる。
労働集約型産業であるというのも、介護産業の特徴である。つまり顧客の増加ととも
に、職員を増やす必要があり、高齢化の進展とともに従事者を増やす必要がある。しか
し、少子化の影響により生産年齢人口が減少する中で、日本人の職員で行う限りにおい
ては、ただでさえ３K（きつい、きたない、きけん）のイメージがあり、人が集まりづ
らい状況下で、ますます人手不足が予想されている。
第二節 在宅型サービスと施設型サービスに大別
1 田中滋・栃木一三郎【編著】『介護イノベーション』第一法規（2011）p32。
2 KPMG ヘルスケアジャパン株式会社著『介護業界の基本と取引のポイント』経済法令研究会（2013）p60
～61。
3 同上 p61～63。
8介護サービスは、主に利用者の自宅で行う在宅サービスと施設に居住してもらいサー
ビスを行う施設サービスに大別される。
介護業界における在宅サービスの代表的なものとして、訪問介護と通所介護がある。
訪問介護は、訪問介護員が高齢者の家に訪問し介護サービスを行うもので、開設に当た
り１事業所最低基準として2.5人の訪問介護員と簡易的な事務所があれば開業すること
ができる。開設費用は運転資金も含めて約 1000 万円程度で済み開業がきわめて容易で
ある。したがって零細企業が乱立している状況になっている。通所介護は、高齢者を日
帰りの介護施設に送迎して介護サービスを提供するもので、5 人以上の各職種の職員と
一人の高齢者当たり３平方メートル以上の広さを確保した事業所が必要であり、一般的
に食事や入浴の設備を備えている。そのため訪問介護よりは資金が必要であるが、運転
資金を含め約 3000 万円程度の資金が必要であると言われている。訪問介護に比べて利
益率が高く大手企業の参入も目立つが、同じく中小零細企業が乱立している。訪問介護
も通所介護も 2013 年現在では、人員、設備基準さえ満たせばよっぽどのことがない限
り設置が許可される。両サービスともに地域や個人に合わせたサービスが必要であり典
型的な地域密着型のサービスであると考えられる。特に訪問介護は１対１のサービスで
個別性がより求められる。
一方で施設サービスは、代表的なものとして行政が深く関わっている安価で住める特
別養護老人ホームや主に民間企業が運営する有料料人ホームがある。特別養護老人ホー
ムは、民間事業者は設置することができず、利用者は要介護度が重く、中流以下の所得
者が想定されている。希望者があまりにも多く、2009 年度の厚生労働省の発表では約
42 万人の待機者がいると言われる。そうした受け皿の一つとして有料老人ホームも位
置づけられており、有料老人ホームに関しては、民間事業者の参入が認められている。
しかし、多数の職員と大規模な土地と建物が必要で、場所やグレードにもよるが一般的
に約 10 億円程度の資金が必要だと言われており、資金力と信用度が必要で中小零細企
業はなかなか参入できないサービスである。また設置の許可に当たり行政の厳しい審査
とその自治体の介護サービスの供給量に合わせた開設が求められ、在宅サービスに比べ
るとスピード感のある事業展開ができないという特徴がある。
第三節 介護業界に参入した異業種企業の先行研究
介護業界において、異業種企業にフォーカスを当てて要因分析する研究はほとんどな
い。数少ない研究例は以下の通りである。沼上幹＋一橋 MBA 戦略ワークショップ著「経
営資源と見えざる資産をベースに多角化戦略―シニアレジデンス業界の異業種参入」
『戦略分析ケースブック Vol.2』（東洋経済新報社）において、内部資源の活用という観
点からセコム、リゾートトラスト、AOKI のシニアレジデンス業界（≒介護施設型サー
ビス）への参入をプロファイル型分析という手法で論述している。セコム、リゾートト
ラストは内部資源の活用と顧客ターゲットの親和性などの観点から成功し、AOKI は残
9念ながらそれらが不適合した結果失敗したと論じられている。また、成長戦略という観
点から、ワタミの介護事業への参入事例が、陸海燕著「事例研究―ワタミ株式会に見る
成長戦略」『流通経済大学大学院 物流情報学研究科論集』第３号に論述されている。
SWOT 分析などの観点から分析し、その参入は強みを活かした成功事例だということ
が論じられている。
また、ニチイ学館など主力企業に関する成功要因を本格的に分析しいている研究もな
い。業界の歴史が浅く、まだ勝敗がよくわからず、産業としての位置付けが認識されて
いないからだと考えられる。個別のマイナーな小規模事業者に関する研究は散見される
が、介護業界全体の分析に至っていない状況にある。
新しい産業であることから、介護業界の業界紙、雑誌等を多く活用し、それでも情報
が不足している部分は、インタビュー等を行い本論文を記述した。
伊丹敬之、加護野忠男によると、「多角化の論理」4として、①範囲の経済、②リスク
の分散、③成長の経済の三つの視点から説明することが可能だと述べている。そして、
一貫して共通していることは「組み合わせの妙」の論理であると言う。その意味は、「多
角化していく先の新事業と既存事業との間には、なんらかの意味で組み合わせがいい」
ということである。つまり様々な組み合わせの巧拙で、異業種企業が参入する際の成功
の可否が決まるということだと理解できる。
以下に三つの視点について、説明する。
①範囲の経済とは、「企業が複数の事業活動を同時に営むことによって、それぞれの
事業を独立に行っているときよりも、コストが割安になる」ということである。一般的
に言うシナジー効果のことであり、すなわち、その企業の強みを対象とする事業に発揮
することだと考えられる。
②リスクの分散を行うとは、「複数の事業を持っているきには、その中の一つの事業
で危機的な事態が発生したとしても、その影響は和らげられる」という効果のことを意
味する。そして、組合せの妙として、「できれば一方に悪影響が出るときは、他方に好
影響が出るような事業の組み合わせが多角化によってできれば、それにこしたことはな
い」。と言う。
③成長の経済とは、「成長することそのものがもたらす経済的なメリット」のことを
言う。例えば、新卒などの若い人材を多く登用することにより、一人当たりの人件費が
下がったり、組織に心理的な好影響を与えることなどが考えられると言う。
第三章 研究方法と対象
異業種企業の参入事例として、ワタミ、ベネッセ、東京海上日動を選定した。ワタミ
は外食業界、ベネッセは教育業界、東京海上日動は保険業界である。
こうした異業種企業は、中核となる本業があり、多角化の一環として介護業界に参入
4伊丹敬之 加護野忠男著『ゼミナール経営学入門』日本経済新聞出版社（2011 年）p93～98。
10
したと言うことができるだろう。
主に上記の①範囲の経済、②リスクの分散、③成長の経済、この三つの視点を用いて、
対象企業を分析し、異業種企業における介護事業参入の成功の可否について仮説を提示
していく。
まず、ワタミとベネッセを選んだのは図１の介護業界の売上ランキングからわかるよ
うに、異業種から参入している成功企業の代表格であるからである。ちなみにセコムを
選ばなかったのは、同社は医療事業の売上が介護事業よりはるかに多く、介護会社とい
う位置づけでの分析を行うということが適切でないと考えたからである。東京海上日動
については、伝統的大企業の代表格という位置づけであり、介護事業においてもある程
度の規模が（売上約 70 億円程度）あり、そうした大企業の中で、筆者が見る限りにお
いて、もっともマスコミ等に情報を開示している、財務データをある程度公表している
という観点で、選定した。
第四章 事例の考察
第一節 ワタミの事例考察
第一項 ワタミとはどういう企業か？
ワタミ株式会社は、居酒屋チェーン「和民」を中心とした約 700 店舗の飲食店を
展開する企業である。ワタミ株式会社「CSRReport ふれあい報告書 2012」によると、
2011 年度の連結売上高 1402 億円、営業利益 78 億円、グループ社員数 5730 人である。
行っている事業は、外食、介護、宅食、農業、環境事業である。その中でも介護事業は、
売上高は 285 億円であるものの、営業利益は 44 億円で、グループの半分以上の営業利
益を占めている。
創業は 1984 年と比較的新しく、マスコミ等でも有名な渡邉美樹社長が創業した。経
営理念である「地球上で一番たくさんの“ありがとう”を集めるグループになろう」と
いうスローガンがあり、創業者自ら定期的に理念研修を行うなど、その情熱があふれる
社風であり、厳しい教育体制でも知られる会社である。
図２：ワタミ本体の売上高及び営業利益推移
11
出所：帝国データバンクデータより筆者作成
第二項 介護業界参入の経緯
ワタミは 2004 年 4月、大阪の医療法人の経営権を引き継ぐ形5で、訪問介護・看護
を中心とする「ワタミメディカルサービス株式会社」を設立。2005 年 3月に神奈川県
で有料老人ホームを運営していた「株式会社アールの介護」を買収してグループ会社と
し、本格的に「施設介護」事業に乗り出した。2006 年 4 月、「株式会社アールの介護」
と「ワタミメディカルサービス株式会社」を合併し、「ワタミの介護株式会社」に社名
を変更し現在に至っている6。在宅サービスに関しては「採算が厳しいため」7本格参入
はせず、「当社の人的資源は施設介護にいちばん適している」8と判断し、施設サービス
に注力することになった。
株式会社アールの介護のグループ会社化は当初難航した。「ホームは、ご入居者様の
幸せのためだけにある。」との絶対的基準9を押し通したところ職員の猛反発を食らい、
最初の一年間で約 600 人のスタッフのうち約 200 人が辞める事態に陥った。
本部と現場の意思疎通がうまくいっていないことも混乱の原因の一つと考えた渡邉
氏は、何人かのトップの交代の後10、外食事業のエースを責任者に据えることになった。
外食事業の新業態開発の責任者だった清水邦晃氏である。渡邉氏による 2013 年現在ワ
タミの介護株式会社の清水社長評は、「一番信頼している有望株」で「ワタミの理念に
建前はないんだ、という僕の思いを翻訳できる男」というものである。
その後外食事業から人材を異動させ、創業以降順調に成長を続けている。近年ついに
は外食事業の営業利益を上回る状況となっている。運営施設数は 2013 年 4 月現在で 79
か所である（有料老人ホーム）。
図３：ワタミ介護事業の売上高及び営業利益推移
5 『週刊東洋経済』第 6302 号 2011.01.08 p94。
6 ワタミの介護株式会社 HP（http://www.watami.co.jp/medical/）
7 『日経情報ストラテジー』OCTOBER2007 p51。
8 『週刊東洋経済』第 6022 号 2006.5.27 p53。
9 田中成省著『ワタミの理念経営』日経 BP 社（2010）p152。
10 ワタミの介護株式会社 西野部長代理によるインタビューによる（2013.9.10）。
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12
出所：帝国データバンクデータより筆者作成
第三項 本業のどの強みが介護事業に活かされているか（①範囲の経済）
ワタミの事例は、①範囲の経済が発揮されているわかりやすい例であると考える。
ワタミの創業者である渡邉美樹氏は、メディアによる取材が多数あるが、その中で本
業である外食事業の強みが介護事業に活かされると述べている。「意外に思われるかも
しれませんが、施設介護と外食産業とは非常に共通点が多いのです。基本は、食事、サ
ービス、施設・設備の３点をいかに効率よく運営するかです。これまで積み重ねてきた
ノウハウを十分に生かすことができると確信して介護事業に参入しました。」11と述べ
ている。
また、ワタミの成長戦略について述べている陸海燕氏は、ワタミの介護業界への参入
について SWOT 分析を行い、その強みは、「外食産業と設備シナジーを前提とする相乗
効果」12と述べ、ワタミの内部資料による IR 広報（第 19 期有価証券報告書）の内容を
まとめ、以下の４点を外食事業と介護事業のシナジーがあると整理した。「（１）良いサ
ービスの決め手は人材にあること。外食店長と同様に、ホーム長が育った分だけ施設が
開設できる。（２）外食で積んできた経験による美味しい食事の提供は他の介護会社が
真似できないものである。（３）外食のローコスト店舗のノウハウを活かすことができ
る。それによって、入居金をさげ、入居者に負担の少ない料金設定が実現できる。（４）
外食のマーケティング力を活かし、立地開発力も活かすことによって、施設開発に重要
な役割を果たすことができる。すなわち、ケータリングのような設備シナジーばかりで
はなく、マネジメント・スタイルとしても、シナジー効果を得ることができるとされて
いる。」13。
渡邉美樹氏の言う[１]食事、[２]サービス、[３]施設・設備の３点に沿って外食事業と
11 「インタビュー 渡邉美樹さん」『月刊介護保険』2007.5 No.135 p9。
12 陸海燕著「事例研究―ワタミ株式会社に見る成長戦略」『流通大学大学院 物流情報学研究科資料』第３
号、2005.11 p8。
13 同上
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13
介護事業とのシナジーについてまとめる。
[１]食事に関しては、一般的においしくないと言われている老人ホームの食事におい
て、外食事業で培い、激烈な競争を勝ち抜いてきた新鮮でおいしい食事を提供するとい
うことが、他社の施設介護の会社との強烈な差別化を発揮している。
[２]サービスに関しては、外食事業の労務管理が発揮されていると考える。需要が増
える一方で、人材不足が慢性化している介護業界に求められているのは、ある意味“普
通の人材”である。すなわち会社内で決められているルールやマニュアルをしっかりや
る能力がまず求められる。常に外食事業で人手不足に悩まされている状況下で、共通し
た最低基準以上のサービスを何百店舗以上で行う労務管理の能力が介護事業にも発揮
されていると考えられる。また、外食事業の人材を最小限度のトレーニングで異動させ
ることができるというのも大きな強みだと思われる。渡邉氏によると「（外食事業の）
店長クラスが 20 人介護に移ったが、一人として違和感を覚えていない」14と言う。
[３]施設・設備に関しては、外食事業のローコストオペレーション、すなわち最も無
駄のない動線で少ない人数で回し人件費を抑える。店舗や土地の仕入れを安くするノウ
ハウの発揮、設備の大量購入によるディスカウント。またセントラルキッチンのシステ
ムにより各施設に共通した食事を提供し単価を抑えるなど、いわゆる規模の経済を享受
している。
第四項 新分野が企業全体にどのような波及効果をもつか（②リスク分散、③成長の経
済）
②リスク分散という観点からもワタミは介護事業とマッチングする。渡邉氏によると、
「結果的に異なる財布に対応したビジネスがバランスよく展開できた」15と言う。つま
り、外食事業は、現役の勤労世帯向けの商売で、景気の影響をもろに受ける。一方で介
護事業は、高齢者の退職金や貯預金、年金が原資で、景気の影響を受けにくいと言うの
である。同様に 2009 年 6 月からワタミ社長に就任した桑原豊氏は、「外食では若者と
中高年の財布、介護・宅配弁当では高齢者の財布がそれぞれある。ワタミは今、三つの
財布を狙っている」16と述べている。これはまさにリスク分散の視点が反映されている
と考えられるだろう。
③の成長の経済の観点からは、介護事業は、成長に限界を来していた外食事業の新し
い展望を開いたということが言えるだろう。2009 年度に外食事業は上場以来初めての
減収減益となり、2010 年度も前年を下回った。しかし、介護事業が収益あげることに
より連結ベースで増収増益となっているのである。また、キャリアパスという観点から
も組織に活性化を与えたものだと考える。ある取引銀行の関係者によると「ワタミでは
14 『週刊東洋経済』第 6022 号 2006.5.27 p53。
15 『日経ビジネス』2009 年 4 月 27 日号 p48
16 『週刊東洋経済』第 6302 号 2011.01.08 p96。
14
若くして居酒屋店長になった後、かなりの人間が異なる店舗の店長を転々としてその職
業人生を終えてしまう危険性がある」と言う。すなわち外食事業の成熟化に伴い、昇進
の目途が立たずその上のポストができないという停滞感、閉塞感があるところに、介護
事業の成長が加わり、新しいキャリアパスが用意されたと考える。
②リスク分散と③成長の経済の視点を総合すると、国内の人口減、少子高齢化という
社会状況の中、現役世代である生産年齢人口が減り、しかも高齢化である意味胃袋の絶
対量が減るという状況の中、介護事業は、その影響を補いかつ外食事業の新しい販路や
キャリアを開拓していったと考えることができるだろう。
このように、ワタミにとって、介護事業への参入は、①範囲の経済、②リスク分散、
③成長の経済、すべての視点において、理にかなった参入だったと考えることができる。
第二節 ベネッセの事例考察
第一項 ベネッセとはどういう企業か？
ベネッセの前身は福武書店という社名であり株式会社として設立されたのは、1955
年である。当初は生徒手帳や学習参考書を中学、高校に供給していたが、進研ゼミに代
表される通信教育事業が大幅に成長し、現在も主力事業となっている。
2012 年度のグループ売上高は 4501 億円であり、営業利益は 381 億円である。５つ
の事業領域に分け売上比率は、2012 年度で国内教育 56％、海外教育 3％、生活（出版
等）6％、シニア・介護 16％、語学・グローバル人材教育が 14％となっている。
社名のベネッセ（Benesse）はラテン語の造語で「よく生きる」という意味であり、
「自分や自分の家族がしてもらいたいサービスを提供する」「赤ちゃんからお年寄りま
での向上意欲を支援する」「年をとればとるほど幸せになれるサービスを提供する」17と
言ったことを意味している。1995 年に大阪証券取引所２部に上場することを契機に社
名をベネッセに変更した。この社名変更を契機に教育事業以外を中心に「Benesse を体
現するような事業展開の試みが数多く見られるようになった」18と一橋大学イノベーシ
ョンセンターの青谷矢一氏（当時）は述べている。
図４：ベネッセ本体の売上高及び営業利益推移
17 ベネッセ HP より（http://www.benesse.co.jp）。
18 一橋ビジネスレビュー編集部著『ビジネスケースブック No.2』東洋経済新報社（2003）p40。
15
出所：ベネッセ会社概要より筆者作成
第二項 介護業界参入の経緯
ベネッセの介護事業は、1995 年に大証２部に上場した年に始まった。教育事業のノ
ウハウを活かし介護の初級資格である「ホームヘルパー養成講座２級課程」を開講した。
民間事業者として初の厚生省認可講座であった。それとほぼ同時に在宅サービスである
ホームヘルプサービスを開始した。1997 年に実験的な位置づけで岡山と東京で施設サ
ービスを開始、2000 年に有料老人ホームを運営していた伸こう会を買収し、施設介護
サービスに本格参入を始める。2003 年には、傘下の介護事業会社３社を統合し、現在
の株式会社ベネッセスタイルケアが設立され、現在に至っている。同社の 2012 年度売
上高は 739 億円、営業利益 49 億円である。運営施設は 2013 年 4 月現在で 238 か所（有
料老人ホーム）であり、有料老人ホームのトップ企業である。同グループ全体でも国内
教育事業に次ぐ第二の柱となっている。
ベネッセの介護事業への参入検討については 1980 年代から始まっていたということ
で、非常に早い。「実際に祖母の介護の様子を目の当たりにした現会長、福武總一郎の
強い思いから」19だと言う。同社 HP にも「本人や家族が心から納得のいく介護サービ
スを選べるようにしたい、年をとっても最後まで自分らしく尊厳を持って生きていける
ようにしたい」、「この想いが、ベネッセの介護の原点となった」と述べられている。役
員会では全員が猛反対した20が、現会長が押し切ったという、オーナーの肝いり事業で
ある。
当初は、在宅サービスから開始したが、本格的に参入することはなかった。2004 年
から 2007 年までベネッセスタイルケアで社長を務めた福島保氏（現在㈱ベネッセホー
ルディングス副社長）は、「当社が訪問介護事業に参入しなかったのは、２つのリスク
があったからだ」という。一つは制度リスクであり、訪問介護は介護保険収入が 100％
19 『日経ビジネス』2012.12.19 号 p117。
20 2013 年 10 月 3 日㈱ベネッセスタイルケア経営企画室長脇氏へのインタビューによる。
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であり、介護保険の財政の
介護は自宅を訪問するため
だという。「現在、民間で訪問介護事業
ほとんどないだろう。これが
と述べている。21
図５：ベネッセ
出所：ベネッセ会社概要
第三項 本業のどの強みが
ベネッセの事例は、①範囲
であると考えられる。筆者が
を行った際、「ベネッセ本体
いう質問に対して「明確にこれというものは
ネッセ本体の現社長の福島保氏
間にシナジーはあるのですか
とてもよく似ています。安心
ために、人の向上意欲を支援
ありませんね。」22という回答
いては答えられていない。
しかし、㈱ベネッセスタイルケアはまぎれもなく
り、その幹部人材はベネッセ
筆者が他社の介護会社と
いてはかなりこだわっているという
（２）認知症ケア研修、（３
21 福原賢一著「ベネッセのビジネスモデルと
22 『日経ビジネス』2011.12.19
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将来性を考えると不安定となるリスクがある
見えない部分のサービス水準をコントロールできないから
を行って儲けることができているところなど
、私どもが訪問介護事業を行わない最大の
介護事業の売上高及び営業利益推移
より筆者作成
介護事業に活かされているか（①範囲の経済
の経済という観点からすると、明確化するのが
㈱ベネッセスタイルケアの脇経営企画室長
の事業における強みが介護事業に活かされているか
特にない」という回答であった
が雑誌のインタビューにおいて「教育事業
」という質問に対して、「２つの事業の根底
・安全を担保しながら、能力を生かして生
しようとの思いです。事業としては別物ですが
をしている。抽象的な答えであり、明確なシナジーにつ
施設介護サービスのトップ
本体から多数派遣されている。
大きく違うところをしつこく尋ねたところ、
回答を得た。社内研修において（１
）サービスマインド研修を徹底して行っているという
今後の展開」『Business Research』2010.9.10
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こは教育の会社としてのノウハウが教材づくりや研修にも活かされているということ
が推察された。
特に（３）のサービスマインド研修にはこだわっており、他社との差別化につながっ
ているという。いわばベネッセの理念を浸透させる研修であり、㈱ベネッセスタイルケ
アの社長自ら一日中かけて行う研修だという。創業者の熱い思いを従業員にくまなく伝
える研修であると考えられる。
その他にも、進研ゼミ教材開発で培った顧客のニーズを吸い上げ生かす能力、女性を
活用する能力、約 400 万人近くいるという進研ゼミなどの顧客データの管理能力とい
ったことが本業に活かされているかという質問に対して、「ある程度は効いているとは
思うが、決定的に効いているものは特にないと思う」という回答であった。
前述のベネッセ本体副社長の福原氏は、ベネッセグループの見えざる資産として、教
育、安心のブランド、IT の活用（顧客データベース）、ダイレクトメールの効果的な活
用ノウハウ、教材開発のノウハウ、教育の研究、ガバナンスの仕組み、高い顧客満足度・
定着率、女性の活用、まじめな社員など23,24を上げているが、これらが薄く広く介護事
業に活かされているということが推察される。また、その他に公的機関との関係性構築
も薄く広く発揮されたものだと考える。施設開設の許認可を与える行政との関係性構築
に、補助教材事業で培われたノウハウがある程度発揮されているものだと考える。厚生
省の OB も早くに受入れ関係性を構築していたという。25「これまでベネッセが提供し
てきた進研ゼミや介護サービスなどは、学習指導要領や介護保険法など国の政策に準拠
してきました」とベネッセ前社長の森本昌義社長は述べている。
インタビューの中で、「われわれは『ベネッセらしさ』という言葉をよく口にする」
ということを強調された。それは誠実さや、まじめさ、愚直さなどを意味する言葉だと
言う。顧客からの要望をフィードバックし PDCA サイクルを回し、「各施設長が自ら事
業計画をつくれる水準にようやく達してきた」という。ベネッセ本体の方向性が明確な
ため、しっかりした事業計画をつくり、それを愚直に行って、修正していくことが徹底
されてきているということであった。零細企業が乱立し、未成熟な介護業界において、
このガバナンス能力は他業界に比べ強力に発揮されることが考えられる。いわば、「当
たり前のことが当たり前にできる能力」が、しかもそれを低コストでできる能力が、ガ
バナンス能力が未熟な他社を尻目に、介護業界ではその力が存分に発揮されることが考
えられる。
以上のようなことを鑑みると、ベネッセは、かなり早い時期に介護事業に参入し、薄
く広い強みを活かしながら、競争の激しい教育業界で培われた顧客の要望を活かす
23福原賢一著「ベネッセのビジネスモデルと今後の展開」『Business Research』 2010.9.10 p20p21。
24 ベネッセの前社長であり、ソニーから転身した森本昌義氏は、ベネッセが変えてはいけないものとして
次のように述べている。「それはやっぱりまじめなところです。…変な派閥とか駆け引きとか、…ああいう
のはベネッセには基本的にはない。教育学部など教育関係者の方が多いから、ある種の純粋さがあるのか
もしれません。…とにかくまじめなの。」日経ビジネス 2006 年 12 月 4 号 p46。
25 『財界展望』2000.12、p 73。
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DNA とまじめな社風を活かしノウハウを蓄積していたということが考えられる。また、
有料老人ホームという許認可を必要とするサービスにおいて、行政がサービス供給量を
調整するという総量規制という特性が後発の参入を抑制し、早い段階に既得権を押さえ
ることができたという先行者利益が発揮されたものだと考えられる。
ベネッセは介護事業に参入して黒字化するまで８年間もの月日をかけている。「参入
八年目にしてようやく黒字転換です。介護ビジネスはそれだけ難しい事業なんです」26
とベネッセのオーナーである福武總一郎氏は述べている。
第四項 新分野が企業全体にどのような波及効果をもつか（②リスク分散、③成長の経
済）
ベネッセの介護事業の参入に関して、①の範囲の経済の影響の明確化が難しいのに対
して、②リスク分散という観点はある意味わかりやすい。
少子高齢化という減少において、特に少子化は表面化するのが早く、その影響を受け
る教育業界の対応は早かった。「受験・教育産業の対象となる 0～19 歳人口は、既に 80
年頃には減少に転じ、80 年代後半から 90 年にかけて急降下した。」27と言う。少子化
傾向にあっても、細かいニーズに対応した多数の教材を開発するといった企業努力で、
同社の主力商品進研ゼミは順調に伸ばしてきたが、ついに 2000 年には伸びが止まり、
2001 年には前月比 3％の減少に転じた。
顧客である受験生または、その予備軍が急降下した時期は、介護事業の参入を検討し
ていた時期にあたり、進研ゼミが市場の逆風を受けながら健闘していた時期は、介護事
業が赤字を出しながらノウハウを取得している時期にあたる。
つまり、受験・教育産業の対象者の減少という危機感を持たざるう得ない状況下で、
社会人の教育でリスク分散を図るという観点から、語学教育のベルリッツの買収があり、
シニア層を取り込むというリスク分散の観点から介護事業の買収及び強化が位置づけ
られたと考えられる。1999 年に行われた四種類の顧客別カンパニー制の導入、すなわ
ち Chldren&Students、School&Teacher support、Women&Family、Senior カンパニ
ーは、その考えの具現化だと考えられる。
③成長の経済は、ベネッセの事業領域を拡大することで、組織の活性化を果たすこと
ができたと考えられる。「ベネッセには、新規事業に参入するうえでの基準として、『不
易のビジネス』という考え方がある。つまり、人が人生を歩むうえでどうしても避けて
通ることのできないイベントに絞って『よく生きる』ための支援を提供する、という考
え方である。」28ある意味不安を解消するビジネスであり、その考え方が、介護に困っ
ている人たちの不安を解消するという観点で、事業の参入に正当性を与えているものだ
26 『財界』夏季特大号（2002）p45。
27 『日経ビジネス』2002 年 2 月 25 日号、p40。
28 一橋ビジネスレビュー編集部著『ビジネスケースブック Vol.2』東洋経済新報社（2003）p47。
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と考えられる。
また、新卒採用においてもベネッセ本体の 2013 年 4 月の採用実績が 83 人に対して、
ベネッセスタイルケアの採用実績は 300 人以上に上り、コスト構造の低減にも寄与し
ている。
第五項 オーバーエクステンション
伊丹敬之によると、「自社の見えざる資産を部分的にオーバーする事業活動をあえて
行うというこの戦略をオーバーエクステンション戦略」29と名付けた。ベネッセの介護
事業参入は、このオーバーエクステンション戦略に該当するものと考えられる。「オー
バーエクステンションとは、ある事業への参入の際に、今は競争能力が不十分であるこ
とを自覚しながら、しかしあえて参入するという戦略で、その事業の競争環境で自らが
鍛えられることから生まれる見えざる資産に大きな期待をかける、という戦略である。」
30と言う。ある意味①の範囲の経済を無理やり作り出す戦略だと考えられる。
伊丹氏はオーバーエクステンションを支える三つの条件として、（１）どこでどのよ
うなオーバーエクステンションを企画すべきかを考えること、（２）オーバーエクステ
ンションを支える条件を整備すること、（３）財務的体力、を上げている。
この条件をベネッセに当てはめて考察してみたい。伊丹氏は（１）について、( a)企
業として考える将来の「ありたい姿」、(b)大きな環境変化への読み、(c)企業が将来必要
とする見えざる資産への三点から決まるとしているが、（a）のありたい姿は、理念企業
と言われるベネッセが得意とするところである。「1980 年に最初の CI（コーポレート・
アイデンティティ）が導入され、約 10 年おきに企業としての自らのあり方を根本から
問い直してきた。」311999 年からは第三次 CI を行い、常にその「ありたい姿を」を問
うている。（b）の大きな環境変化に関しても CI の前提条件となるものであり、急速に
進む少子化という状況の中で、危機感を醸成してきたことが考えられる。(c)企業が将来
必要とする見えざる資産とは、それまでまったくターゲットにしてこなかったシニア世
代に対する不易のビジネスという収益源の獲得であると考えられる。
伊丹敬之は、（２）のオーバーエクステンションを支える条件を整備するためには、
(a)蓄積のための細かい手配り、（ｂ）競争上の弱みをある程度補完するような、別な強
みの確保が必要だとしている。さらに（a）蓄積のための細かい手配りにおいて大事な
こととして、見えざる資産の蓄積が起きうる業務をしっかり見きわめて、それは自社で
集中して行うことである、としているが 1997 年にベネッセが東京と岡山で同時に行っ
た施設サービスは、まさに自社でのノウハウ蓄積に該当するものと考えれる。多くの大
企業が手っ取り早く介護企業を買収し、多角化を展開しようとしている姿勢と比べて、
29 伊丹敬之著『経営戦略の論理』日本経済新聞社（2012）p333～357。
30 同上
31一橋ビジネスレビュー編集部著『ビジネスケースブック Vol.2』東洋経済新報社（2003）ｐ27。
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同社らしい泥臭さが見て取れる。また、伊丹は、優秀な人材を投入する必要性を問いて
いるが、「優秀な人材といっても、投入する人材のタイプを間違えてはならない。逆境
に強く、かつ地味な蓄積をこつこつやれるタイプの優秀な人材でなければならないであ
ろう。間違っても、刈り取り型の優秀な人材をオーバーエクステンションの現場に投入
してはならない」と述べているが、ベネッセの地味でコツコツやる社風にはマッチング
しているものと考えられる。
(b)の別な強みは、ベネッセの一般消費者におけるブランドイメージであると考えら
れる。前述のベネッセスタイルケアの脇経営企画部長はインタビューにおいて、ベネッ
セのブランド力が介護事業を運営する中でかなり生きていると述べている。例えば、有
料老人ホームを開設するにあたって土地を取得したり賃貸する時にオーナーに対して、
また入居者や事実上の決定権を持つ家族がある意味一生の買い物をするに当たって、ベ
ネッセのブランド力が安心感を与えているという。中小零細企業が多い介護業界におい
て一般的に知られているベネッセのブランドは一般消費者市場より関係者に思った以
上の効果を発揮することが推察される。多角化の代表的書籍である『資源ベースの経営
戦略論』において、「近年、範囲の経済における無形資産の役割が注目されている。た
とえば、企業の評判の持つ価値は多様な市場にわたって影響を及ぼしうる。ゼネラル・
エレクトリック（GE）社のような企業の各事業は、誠実さや高い品質管理という企業
全体の評判によってベネフィットを得られる場合がある。」32と述べられており、ベネ
ッセのケースもそのアナロジーが適用されるものと考えられる。
（３）の財務的体力は、ベネッセスタイルケアのエリアドミナント戦略に表れている
と考えられる。ベネッセホールディングス副社長の福原氏は「当社（ベネッセスタイル
ケア）の最大のポイントは、ドミナント展開にある。例えば優良なマーケットである世
田谷と杉並等の西東京エリアでは、当社は 46 ホームを展開している。・・・当社の場合
はネットワークを持っているので、一つの老人ホームが満室になっても次がある。」と
言う。また、前述の脇経営企画部長も、「当社は４月に本体の教育事業に関するキャッ
シュが潤沢になり、集中出店する資金力がある」と言う。確かにエリアドミナント戦略
は資金力がないとできず、中小零細企業は太刀打ちすることはできないだろう。伊丹氏
は「本業の好調なうちに、そこから生まれる潤沢な資金を財務的体力の源として新しい
分野へのオーバーエクステンションを試みるというやり方も、オーバーエクステンショ
ンを財務的に支えるやり方だろう。」と述べている。ベネッセの事例は進研ゼミを代表
とする国内教育事業が好調なうちに介護事業に参入するというオーバーエクステンシ
ョンの好事例であると言うことができるだろう。
第六項 先行者利益
32 デビッド・Ｊ・コリス＋シンシア・Ａ・モンゴメリー著『資源ベースの経営戦略論』東洋経済新報社（2004）
p108。
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Lieberman, M.B. and Montgomery, D.B によると先行者利益とは「市場に最初に参入
したプレーヤー、あるいは新しいことを最初に始めたプレーヤーが優位に立つ状況」33
を指すが、「早期のブランド認知が重要なビジネスや、早期に重要な顧客や事業パート
ナー、あるいは希少資源を囲い込むことが重要な事業では、最初に動くものが優位に立
ちやすい」34と言う。
さらに Lieberman, M.B. and Montgomery, D.B によると、先行者利益が効く製品やサ
ービスの代表例として
① 地域や製品分野において限られた市場規模しかなく、先発することでその市場の大
半を一気に抑えてしまえるもの（例えば、鉱物資源の採掘権など）
② 先発によるブランド認知や信頼で差別化を図れるもの
③ 操作性などユーザーが一度使い慣れると他に乗り換えるのが面倒になるもの（スイ
ッチングコストが高いもの）
④ 最初に開始することで、デファクトスタンダードを取りやすいもの
⑤ 特許などの制度上の優位があるもの35
が挙げられている。
これをベネッセの事業に当てはめてみると、①はエリアドミナント戦略に代表される
ように、今後高齢者の伸びが最も期待されかつ所得水準が高い世田谷、杉並といったエ
リアを一気に抑えて、他社の出店余地を狭める戦略していることがその表れであると考
えられる。②はそのエリアにおいて、折込広告を集中的に行うなどして、その地域のみ
での認知度を圧倒的に高めるという方針を取っている。前述の福原氏は「（老人ホーム
事業は）商圏が圧倒的に狭い…。例えば世田谷は特に狭くて半径５キロメートル程度し
かなく、折込広告で十分なのである。」と述べている。③はまさに、介護事業の特徴で
あり、スイッチングコストの問題である。高齢者は基本的に保守的であり、変化をあま
り好まない。在宅のサービスにおいても、決まった人が家に入ってくることを好む、ま
してや終の棲家である老人ホームを変えることは当然嫌うので、大半の人は少々のこと
で移り住むことはまずないのである。④は、許認可を与える行政も急激な高齢化という
はじめて迎える事象に対して、手探りで施設の基準を定めるなかで、初期に認可したベ
ネッセの施設を基準に、後発の許可を出す傾向が考えられるのである。⑤は、地方自治
体は３年ごとに介護保険の計画を作成しており、その中で施設数や定員を定めており、
その定員をいち早く獲得することにより、後発企業が行政の許認可を取りづらい状況を
作りあげていると考えられるのである。
これらの事例は、流通小売業でのセブンイレブンの地域ドミナント戦略、アメリカ大
33 Lieberman, M.B. and Montgomery, D.B. (1988).First-moveradvantages.Strategic Management
Journal, 9, 41-58.
34 同上
35 同上
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統領選挙の選挙人による勝者総取り方式（Winner-take-all）、家電業界での規格統一（デ
フェクトスタンダード）のアナロジ―が適用されると考えれる。
第七項 ベネッセの DNA と介護事業とのマッチング
ベネッセの創業者である故福武哲彦氏は前身の富士出版を倒産させている。福武書店
30 年史で故福武氏は「この失敗は、その後の私の人生観・処世観に大きな転機を与え
てくれたように思えます」と言う。そして、資金回収に失敗した手痛い経験から「年中
営業が可能で、しかも毎月一定の収入が得られ、安定度が高くて、将来性がある商品」
に置いたという。1950 年代の当時はそれに合致するものが、模擬試験などの受験ビジ
ネスだったわけである。しかし、今日で考えると少子化が急激に進み、一流大学に受か
ったからといって幸せとは限らないという社会の価値観の変化において、受験ビジネス
はもはや、安定で将来のある商品とは言えなくなっているだろう。ところが介護サービ
スはどうか？介護保険の収入や毎月の利用料の徴収で、安定度は抜群である。将来性も
高齢者がどんどん増えることは確実な状況にある。受験ビジネスと介護サービス、形こ
そ違い、倒産からの教訓を活かす事業として介護事業はある意味うってつけだったので
はないだろうか？
寺本義也と岩崎尚人は、ベネッセの「再建プロセスのなかで培ってきたビジネスモデ
ルが、今日のビジネスモデルに継承され、コアコンピタンスの源泉をなしているのであ
る」36と述べ３つの競争の源泉を述べている。
ひとつは①教育理念の徹底と、その実現に向けたシステム作り、ふたつは②リストと
呼ばれる名簿とその管理システムの構築と維持、三つ目は③徹底した事業の効率化と会
計情報に基づく事業計画の立案である。
①教育理念の徹底と、その実現に向けたシステム作りは、教育事業においては、進研
ゼミの会員約 400 万人に対して、同社の赤ペン先生が信頼関係を構築しているが、「会
員に対して同社の理念の本質を『赤ペン先生』や問題作成に当たる学校関係者に浸透さ
せることは、欠かせない条件となる」37と言う。これを介護事業に当てはめて考えると、
同社の介護職員が入居者に対しての信頼関係を構築するに当たって、同社の職員に対し
て「自分の家族がしてほしいサービス」「年をとればとるほど幸せになる社会」38とい
った理念を浸透させるための研修を徹底している。この自社の理念にこだわる姿勢は他
の介護会社との違いが際立つ特徴だと考えられる。新入社員はもちろん、中途の介護経
験者に対しても理念を浸透させる研修を行っているという。通常介護業界では、介護経
験者に対しては、教える費用を惜しんで、当日からサービスを単独ではじめさせてしま
うということがよくあるのだが、同社ではそれをやらせず研修を経て行わせるという。
36 寺本義也 岩崎尚人著『ビジネスモデル革命』生産性出版（2001）p198。
37 同上
38 ベネッセスタイルケア会社概要パンフレットより
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また、ベネッセスタイルケアの脇経営企画部長のインタビューの中で、施設長や幹部社
員などを中心に同社の理念に反した行為を行った場合は、「他社に比べかなり厳しい対
応をしている」と言う。これも介護業界ではよくある光景なのだが、介護のベテランが
幅を利かせ、会社の方針に従わない場合、それを正そうとすると、従業員や入居者を引
き連れて他社に移籍させて事実上その施設を閉鎖に追い込むことをほのめかしアンタ
ッチャブルな状況にするということが残念ながら多々ある。ただ同社は、多数の職員を
抱え理念研修を徹底しているため、人事異動などを駆使し、理念に従わない職員に対し
て厳罰で望めるのである。ガバナンスがまったく効いていない中小零細の介護事業者が
多いなかで、同社の組織化は思った以上の優位性を発揮していることが考えられる。
② リストと呼ばれる名簿とその管理システムの構築と維持は、教育事業においては、
会員情報の管理システムを万全にすることで、「通信教育事業は、退会者を最小限にく
い止め、受講生の継続率を高めれば高めるほど、事業の安定性は高まり、新市場の開拓
以上の成果を生み出すことになる。」39と言う。これを介護事業に当てはめると、当初
は入居者の情報や問合せした人の情報は業績に対して影響力を持つことはないだろう。
しかし時間が立てばたつほどそのデータベースは威力を発揮することが推察される。通
常入居者が有料老人ホームに入居する時には、以下の流れになることが多い。入居を決
める決定者は本人であることは残念ながらまれで、大抵は息子などの経済力や家族の実
権を握っているものが決める。最初は家族の中で父親の介護が必要になる場合が多い、
男性の平均寿命は女性と比べ短く介護に突入する年齢が早い、また昭和初期の人は夫の
年齢が妻の年齢を大きく上回る例が多いので、その傾向は加速される。家族はうろたえ、
その妻は息子や娘婿に頼る例が多く、家族会議が開かれるが、ある程度裕福な一家で介
護力が不足している場合、その多くは有料老人ホームに父親を入居させることを決定す
る。どの施設を選ぶかはさまざまな紆余曲折あるが、いったんそこに決まり父親を入居
させ安定した生活が達成される。そして、その妻が入居する時、または親戚の中で介護
が必要な人が出た時、親戚などは家族外部の人には知られたくため、血縁者に密かに相
談し、その施設を薦められたり、経験者に評判を聞くことが多いのだ。世間では、虐待
事件が話題になったり、倒産する有料老人ホームのニュースを見聞きし、少なくとも「ベ
ネッセならひどいことにはならないだろう」という最低限の安心感が発生し、消去法的
に選ばれることが考えられる。ベネッセブランドの打つ安心感は、目に見えないサービ
ス業での評価だと考えられるのである。また、ベネッセの入居者や家族を含むデータベ
ースは、その関係者に直接的にも間接的にもアプローチできる可能性が高い。その際、
全国展開しているメリットが発揮されることが考えられるのである。
③徹底した事業の効率化と会計情報に基づく事業計画の立案である。
徹底した事業の効率化の考え方の背景には放漫経営による倒産の経験があると考え
られ、ベネッセは 1979 年に始めた合理化・活性化運動で、トヨタ式の経営思想を採り
39寺本義也 岩崎尚人著『ビジネスモデル革命』生産性出版（2001）p199。
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入れることを宣言している。教育事業においては、IT 化と効率的な物流システムの構
築がその具現化である。介護事業においては、その効果はまず IT 化であろう。各自治
体に対し、介護保険を請求する際、介護記録を紙面にて手書きで記録することが多い介
護業界において、かなりの効率化が発揮されることが考えられる。ただそれが業績に反
映されるまでは、ある程度の時間がかかることが予想される。
会計情報に基づく事業計画の立案は、創業者の福武氏がしつこいぐらい強調していた
ことだと言う。特に新入社員に対しては、「事業に計画性がないと倒産するといことを
繰り返し伝えていた」40という。今回、ベネッセスタイルケアの脇経営企画部長に対す
るインタビューの中で、「やっとすべての施設長が事業計画を立てられるレベルになっ
てきた」と感慨深げに述べていたが、各施設が自律的に動きはじめたこと、今後、安定
的に拡大することができる周辺ビジネスに、手が出せる体制になってきたと解釈するこ
とができると考える。事業計画の大切さは、ベネッセの DNA として脈々と受け継がれ
ているのである。
信じがたいことかもしれないが、世の中の中小零細企業というものは事業計画らしき
ものはほとんどつくっておらず、また月次決算で直近の業績をチェックするようなこと
はほとんどしていない。作らざるを得ないのは銀行に資金を借りる必要が出て、求めら
れてやむを得ず作る時である。ましてや思い先行で、介護職の人が立ち上げた施設が多
い介護業界では、その傾向はなおさらである。介護報酬が国で決められており、値段の
操作の余地があまりない状況は、そうした経営体制でもやっていける企業を温存させて
いる。こうした企業としての機能不全の状態はまさにベネッセの前身の富士出版の状況
と酷似しており、その体制と決別したベネッセはその悪しき習慣に染まることなく、ベ
ネッセ本体のやり方を踏襲していると考えられるのである。
第三節 東京海上 HD の事例考察
第一項 東京海上 HD とはどういう企業か？
東京海上ホールディングスの中核会社は、損害保険会社である東京海上日動火災保険
である。日本を代表するいわゆる名門企業であり、就職人気ランキングにおいても常に
上位を占めていることで有名である。保険料収入、損益ともに長い間業界最大手であっ
たが、他社の経営統合により、2010 年以降損保の３メガ体制の一角を占めることにな
り、売上規模では３位になった。ただ収益力では依然トップであると言われている。
その歴史は古く 1879 年に前身である東京海上保険が設立され、三菱グループの代表
的な企業である。2012 年度の連結売上高は 3 兆 8577 億円であり、経常利益は 2075 億
円である。
東京海上グループの 2012 年度企業報告書によると、東京海上グループの事業領域は
５種類ある。①国内損害保険事業、②国内生命保険事業、③海外保険事業、④金融事業、
40寺本義也 岩崎尚人著『ビジネスモデル革命』生産性出版（2001）p200～201。
⑤一般事業である。中核企業
介護事業は⑤一般事業の中
京海上日動サミュエル、在宅介護
いう位置づけとなっている
図６：東京海上 HD
出所：有価証券報告書
（※損害保険会社には
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の東京海上日動火災保険は、①の国内損害保険事業
のシルバー事業に分類され、施設介護サービスの
サービスの会社が、東京日動ベターライフサービスと
。
の売上高及び経常利益（※）推移
より筆者作成
営業利益という概念がない）
に参入したのは、1996 年に在宅介護サービスである
設立したところより始まった。高齢化社会の
企画・運営などに本格進出するために設立
資料に記述されている。
保険会社は、明治安田生命、損保ジャパンを
ソニー生命などがあるが、東京海上 HD は「
り組んできた」41と言う。損害保険会社の「
、東京海上グループでは「かなり早い時期
42と言う。
事業所は、2013 年 4 月現在、関東に 33
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ミュエルは「成り行き」44に近い形で設立されることになった。
前身会社、碓田経営損害保険事務所は東京海上火災保険代理店として神奈川県内でト
ップクラスの実績を誇っていた。事業の一環で周辺地主の相続税対策として不動産部門
に進出し 1988 年に㈱サミュエルを設立、2000 年に老人福祉事業に参入し全国展開を
目指した。
しかし、思ったような展開ができず 2006 年に東京海上 HD の出資を受入れ、2008
年に東京海上 HD の完全子会社となり、創始者である碓田氏は辞任するに至った。
東京海上日動サミュエルの施設数は 2013 年 4 月現在 11 施設であり、入居金約 1000
万円～9000 万円の高級有料老人ホームである。2008 年の東京海上 HD の完全子会社化
以降、新規の施設は増設しておらず、2009 年 6 月に 1 施設（ヒルデモアふるさと村（青
葉区））を閉鎖している。帝国データバンクの資料によると、2008 年度は売上高約 32
億円に対して、当期損失▲91 億円を計上しており、債務超過を避けるために東京海上
HD より約 200 億円の増資が行われている。その後も大幅な赤字であったが、2013 年
度には、「黒字転換する見込み」45という。
しかし、2008 年度から累計で約 200 億円の損失を計上しており、直近の売上高も約
40 億程度であることから、今までの投資金額を回収するのはほぼ不可能であるという
ことが推察される。
両社合わせても、東京海上 HD の介護事業の売上高は約 70 億円であり、HD 全体の
売上高 3 兆 8577 億円と比べるとあまりにも微小な数字である。介護事業への参入時期
が早かったにも関わらず、両社とも売上が伸び悩んでおり、東京海上日動サミュエルの
巨額損失、東京海上日動ベターライフサービスが当初 2005 年度末までに 100 ヶ所の拠
点を目指し46、売上も 2006 年度に 50 億円以上を目標47としていたが、2013 年 3 月現
在 33 ヶ所の拠点、売上も約 20 億円に留まっていること、両社の収益力の弱さなどを
考えると、東京海上 HD の介護事業への参入は、少なくとも現時点では失敗であったと
判断できるだろう。
図７：東京海上日動サミュエル（施設）の売上高及び営業利益推移
44 東京海上 HD 古市マネジャーへのインタビーによる。
45東京海上 HD 古市マネジャーへのインタビーによる。
46「介護ビジネストピックス～東京海上が介護事業を本格展開 05 年度末までに事業所を 100 か所に」『日
経ヘルスケア』2004.02.01 p19。
47 『東京海上の現状 2004』ｐ26。
出所：帝国データバンクデータより
図８：東京海上日動
出所：帝国データバンクデータより
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る。いわば、自社のみで介護の相談からサービスまでを自己完結させ、顧客の囲い込み
を行おうする意図がうかがえる。
また、2005 年の同社ホームページ（当時は株式会社ミレアホールディングス）の『施
設介護型事業』への参入の趣旨に関する発表50によると、「本（施設）事業に参入する
ことにより、訪問介護事業と施設型介護事業を両輪とする、総合的な介護事業の展開が
可能」、「 訪問･施設型の両機能を併せ持つトータルな介護事業と、生命保険や損害保険
による金銭的補償を融合した多様なサービスをご提供することにより、ミレアグループ
としてお客様のニーズに幅広く対応することが可能」と述べている。いわば、施設介護
の追加により、在宅サービスではもはや対応できない顧客の受入れを行い、顧客の囲い
込みがさらに増強できるということ。同社の在宅、施設の介護サービスを提供している
顧客に対して、本業の生命保険や損害保険のサービスを提供することができるという考
えであることが見て取れる。
こうした発表や記事から推察されることとして、東京海上グループの介護事業参入の
方針は、高齢化の進展により介護需要が拡大することは自明の理であり、当然早い時期
に適切に参入すれば、事業として成功するだろう。そして本業とのシナジー効果として、
自社の顧客に保険商品の提供、また顧客のニーズの吸い上げを行い、時代に合った保険
商品を開発でき成長の種を蒔くことができる、といった方向性が考えられる。 後述す
るように傘下の生命保険会社を通じで、民間の介護保険を積極的に販売していることか
らも、成長分野としての位置付けをしていることが考えられる。換言すれば、東京海上
HD の介護事業参入の方針は、長期的には必ず伸びる分野だから、今のうちに参入して
おこう、といったものであると考えられる。
しかし、肝心の介護事業本体へのシナジー効果は、明確なものは特にない。東京海上
HD の強みは、保険事業で培われたリスク管理であり、保険商品開発能力であるが、介
護事業本体の収益力に直接的な好影響を及ぼすことはなかったものと考えられる。
第四項 新分野が企業全体にどのような波及効果をもつか（②リスク分散、③成長の経
済）
②リスク分散という観点で、現時点で、介護事業が本業の収益にほとんど貢献してい
ないことから５つある東京海上グループの事業領域の一つである一般事業として、グル
ープのリスク分散を図れているとは到底言えないだろう。
③成長の経済という観点からも、拠点数が東京海上日動サミュエル、東京海上日動ベ
ターライフとも拠点数が増えていないこと、売上比率が微小なことからも東京海上 HD
の成長にあまり貢献できていないことから、成長の経済も発揮されていないと言える。
しかし、将来的な観点から言うと②リスク分散、③成長の経済が発揮される可能性は
ある。2007 年 6 月から 2013 年 5 月まで東京海上 HD の社長隅修三氏は、東日本大震
50東京海上 HP（http://ir.tokiomarinehd.com/ja/NewsRelease/NewsRelease3429452729028049847.html）
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災後を受け、保険の支払いにより収益が悪化した同社の収益改善策として「国内の損保、
そして生命保険、それから海外事業」51があり、国内損保は主力商品の自動車保険の伸
びが期待できないことから、生命保険、海外事業がポイントとなると述べている。その
中でも、生命保険は、他の「大手のあまりやらないようなガンとか介護とか少しユニー
クなところで商品を作って伸ばしています。ここはどんどん伸ばし、力を入れていくつ
もりです。」と述べている。つまり、五つの事業領域のうち国内生命保険事業において、
介護分野を強化しようとしているのである。
東京海上日動あんしん生命の社長北沢利文氏は、「介護事業を新たな成長戦略の柱に
育てる」52とし、2010 年 11 月に発売した「長生き支援終身保険」の発売に合わせて「介
護について国の介護保険制度の仕組みや、介護状態を悪化させない方法など、（東京海
上日動）ベターライフサービス社の専門家の協力を得て、全国で勉強会を重ねてきた。
今年も取組みを継続して、介護に関する理解を深め、お客様にお伝えしていきたいと考
えている。」53と言う。すなわち介護事業で培ってきたノウハウや顧客のニーズを保険
商品に活かす取組を継続していることがうかがえる。2012 年には 2 月には「あんしん
セエメエの健康・長生き学園」を開設。東京海上日動ベターライフなどグループ会社が
協力して介護に関する情報を発信している。「グループ力を生かした介護事業への取り
組みは、今後ますます深化しそうだ」54と言う。
将来的な観点からは、①の範囲の経済も含め、②リスク分散、③成長の経済が発揮さ
れる芽はあるが、現時点ではあまりないと言うことができるだろう。「東京海上の現状
2012」の中の事業の概況の注釈に「介護保険・介護費用保険は、販売量が極めて少な
いため…「その他」にそれぞれ含めて記載しています。」55と記述されている。公的な
介護保険がまだ十分に機能している現状において、それをカバーする民間の介護保険の
需要が出てくるにはまだ時間がかかるものと思われる。
第五章 結論
以上、ワタミ、ベネッセ、東京海上日動の介護事業について、①範囲の経済、②リ
スク分散、③成長の経済という観点から見てきたが、それぞれの３社の比較を行ってい
き仮説を提示していきたい。
第一節 顧客ターゲット
３社の顧客ターゲットを比較してみると、ワタミは 300 万円～1300 万円の入居金で
月額約 20 万程度であり、中流層のみをターゲットにしている。ベネッセは、六つのブ
51 「儲からない損保を変える」『日経ビジネス』第 1613 号(2011.10.24) p86～89。
52 『新日本保険新聞』（2001.1.3）p6～7。
53 同上
54 『週刊東洋経済』（2012.10.1）p42～45。
55 『東京海上の現状 2012』p80。
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ランドを展開し、スタンダードなタイプは入居金が 300 万円から 1000 万円であり、月
額利用料料金が約 20 万程度。その他に高級ブランドのアリア入居金約 3000 万円、月
額利用料金約 30 万円のブランドがあり、施設サービスの最大手企業としてフルライン
戦略を取っている。東京海上日動サミュエルは、入居金が 1000 万円から 9000 万円で
あり、月額料金が約 30 万であり富裕層のみをターゲットにしている。
ワタミ、ベネッセは在宅介護サービスに関しては、現時点では儲からずサービス品質
の管理が難しいビジネスであると考え、最低限の展開で行っているのに対して、東京海
上日動は在宅介護サービスの東京海上日動ベターライフを展開しているが、残念ながら
低い利益率に甘んじている。
ワタミは施設サービス事業に参入してからの歴史が浅く、また富裕層の企業イメージ
が本体の大衆居酒屋という業態からあまり良くないことが予想されることもあり、ボリ
ュームゾーンである中流層にターゲットを絞り込んでいることが考えられる。
ベネッセもフルライン戦略であるものの基本的には中流層がメインであると考えら
れる。1997 年からの実験的に施設サービスを始め、ノウハウを確立させながら富裕層
向けサービスを追加してきた。ベネッセ本体の顧客ターゲットからも特に富裕層まして
や高齢者の富裕層への経験はなかったはずであり、中流層向けサービスでノウハウを蓄
積し、中流層のチャネルから富裕層のチャネルに拡大させてきたものと考えられる。
一方、東京海上日動サミュエルはいきなり富裕層に参入してきている。東京海上日動
本体の顧客ターゲットは確かに富裕層も多くいることが考えられるが、日々の生活の世
話をする介護サービスと知識集約型の保険サービスの富裕層向けのサービスは親和性
がなく、マッチングしないものだと考えられる。また在宅介護サービスに関しても、そ
のサービスの性質上、生活保護などの貧困層から富裕層までをカバーすることになり、
施設サービスとの連携が特にできるわけではない。全体として東京海上日動グループの
資金力、ブランド力を発揮することができていないものだと判断することができるだろ
う。
また、富裕層をターゲットとするよりも中流層をターゲットとした方が成果が上がる
と考えられる理由として、入居を決める決定者は本人ではなく家族である場合が多いと
いうことが考えられる。そのニーズは本人の満足度よりも家族の介護負担を軽減すると
いうことに主眼が置かれており、富裕層においても、その入居金の増加率に応じた家族
の満足度や効用がそれに比例しないということが推察される。いわば家族にとって安心
して預けられるという点がもっとも大事で、その次に経済性、その他は副次的な要素だ
と考えられる。また資金力は十分にあるものの、労務管理上の問題から規模の拡大がな
かなかできない異業種参入企業は多く、施設数が制約されている状況下で売上を最大限
にする方法は富裕層をターゲットに客単価を上昇させるという手段しか残っておらず、
結果的に少ないパイを多数の企業が取り合う状況になり、顧客の獲得に支障を来してい
ることが考えられるのである。
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以上の議論から以下の仮説を提示することができると考える。
仮説１：介護事業において、カスタマイズして付加価値を追求するよりも、標準化して
施設数と稼働率を高くするビジネスモデルの方が規模の経済が効き、収益性が高くなる。
第二節 本業の強みを活かしているか？
ワタミは、[１]食事、[２]サービス、[３]施設・設備に関して、本業の強みをストレ
ートに発揮している。ベネッセに関しても競争の激しい教育業界において、顧客の要望
に徹底的に向き合うことで競争に勝ち抜いてきた。両社に共通することは、外食、教育
という万人が必ず経験するサービスであり、いわゆる B to C マーケットである。サー
ビスにおいてはきめ細かい対応が要求され、拡大するに当たっては個別対応が必要なこ
とから顧客の拡大に合わせて人員を増加させる必要がある労働集約型産業でもある。人
数を多数確保する必要があることから、一部の優秀な人で少数精鋭で高付加価値のサー
ビスを提供するというよりは、平均的な人材をいかに早くいかに多く確保・育成できか
が勝負になるのである。需要がどんどん拡大する介護マーケットにおいて、平均以上の
人材、施設を素早く供給することができる両社の能力は、先行者利益が発揮される施設
介護サービスにマッチングしていると考えられる。
一方、東京海上日動は、高度な知識集約型のビジネスを展開しており、その人材は極
めて優秀であるが、平均的な水準のサービスをいち早く提供することにはマッチングし
ておらず、ブランドをおおいに大事にする同社の考え方も素早い展開をある意味阻害し
ている。その結果、中流層からのサービスを始めたベネッセがそのノウハウや人材を富
裕層向けサービスに、いわば急がば回れという形でスムーズに展開しているのに対して、
東京海上日動はその強みを介護事業には活かせず、施設数の増加も達成することができ
ていない状況にあるのだと考えられるのである。
以上の議論から以下の仮説を提示することができると考える。
仮説２：サービス業でオペレーションを効率的に行える企業が介護事業への適応性が高
い。
第三節 トップのコミットメント
ワタミの渡邊美樹氏の、ベネッセの福武總一郎氏の介護に対する熱い思い、雑誌等に
頻繁に登場する介護事業に対する期待に対して、東京海上日動のトップの介護事業に対
する発言はあまりにも少ない。保険商品に関連しての発言はあるものの、介護サービス
に対する発言は皆無である。
それはやはりワタミ、ベネッセが少子高齢化の波をもろに向け本業に対する危機感、
本業に代わる事業を模索している状況下と対照的に、東京海上日動は海外に展開するこ
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とができ、保険という万国共通のサービスであり、特に東南アジア等においては日本の
高度成長期の展開を応用することができる可能性があるのに対して、外食、教育はその
国の文化や政策に影響されるため、日本での経験を展開することが極めて難しく、その
国ごとにはじめからやり直すようなもので、とても時間がかかることが考えれる。
そうした海外展開を主力とするのは難しいというワタミ、ベネッセの状況に加え、「地
球で一番のありがとうを集めよう」、「よく生きるための支援をする」といった理念を強
調する両社の姿勢、いわばトップの情熱が、排泄、食事、入浴などといった極めてプラ
イベートなサービスを展開する介護サービスにマッチングしていることが考えられる
のである。プライベートなサービスをされる顧客からすれば経営者の思いがわかりやす
く伝わってくるということは、介護事業においてとても重要であると考えられるのであ
る。
一方で東京海上日動は、海外展開に成長の道もあることから、結果的に介護事業に対
する優先順位が下がり、その介護事業に対する情熱が利用者に伝わっていないというこ
とが考えられるのである。
以上のような議論から以下の仮説を提示することができると考える。
仮説３：介護事業の本業に占めるウェイトや将来的な位置づけの大きさ、あるいはトッ
プの介護事業に対するマインドシェアが大きくないと成功しない 。
第四節 示唆
第一項 ゲームのルールは変わるか？
2000 年に介護保険が始まり、異業種企業が続々と参入し１３年が過ぎ去った。さま
ざまな変化があるものの売上上位企業の顔触れはある程度固まってきたようにも思え
る。
そうした中、ワタミ、ベネッセなど成功企業から聞かれる言葉は、もっと成長できる
が人の確保や育成が間に合わず一気に成長できないことに対するもどかしさであった。
労働集約型ビジネスという制約、すなわち顧客の増加に合わせて従業員を拡大させる必
要があるというゲームのルールの中で、国内の生産年齢人口が減少する中で、従業員の
増加を図るということは逆風に逆らうような行動なのであろう。
そのような状況の中、労働集約型事業である介護事業を、資本集約型事業に変えるこ
とができないのではないだろうか？という問題意識にたどり着くことになる。他の産業
で言えば、奇しくも介護事業に参入しているセコムについて関西大学教授の大倉雄次郎
は、「労働集約型から資本集約型企業への脱皮」56と述べている。いわば警備員を増や
せば増やすほど警備能力は上がるというゲームのルールで動いていた、典型的な労働集
約型産業であった警備業を、警備の機械化、システム化を推し進めることによって、機
56 大倉雄次郎『ＡＬＬ ＳＥＣＯＭ 創造する経営』日刊工業新聞（2013 年）p123～p125。
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械、システムに多額に投資する能力がないと警備業で企業の存続を図れないという、資
本集約型産業にゲームのルールを変えてしまったのだ。
介護業界で、労働集約型から資本集約型に変化させるとしたらどういうことが考えら
れるだろうか？例えば、アメリカの遠隔介護を行っている会社、レストアシュア社は、
高齢者の在宅の天井に 360 度カメラを取り付け、入口のドア、キッチンに温度センサ
ーを取り付け、一人のオペレーターで高齢者 25 人までの１日２回の安否確認、異常確
認を行っている。また、日本においても施設サービスにおいて、重労働である移乗や入
浴の介助を手伝う、パワースーツなどの開発、施設の中を移動し異常がある場合は、そ
の居室に急行しカメラで指令室に画像を送る移動型ロボットの開発・実験が行われてい
る。こうした機械を積極的に導入することにより、一人当たりの介護職員が担当できる
高齢者の数を増大させることは可能であり、その能力が他社とのコスト、出店能力の差
別化につながっていくことが考えられるだろう。
また同じ趣旨で、分散型事業である介護事業を規模型事業に変えることは可能である
だろうか？奇しくもワタミの属する外食業界においては、ファミリーレストランがそれ
を達成した。例えば、スカイラークは、セントラルキッチンを導入することにより腕の
良い料理人に頼っていて規模がなかなか拡大できないという外食業界のルールを変え
ることに成功した。平均以上の品質の料理を大量出店することにより、１食あたりのコ
ストを下げていったのである。ある意味ワタミは介護事業においてそれを行っている。
学研なども外食業界の庄屋グループやデニーズ等と提携することにより、そのメリット
を享受している。この動きはますます進んでいくことが予想される。また、ワタミは宅
食という宅配弁当の会社を買収し、在宅介護の食事マーケットに進出し、セントラルキ
ッチンでつくった弁当を高齢者宅に配送し、大きな成功を収めている（2012 年度売上
388 億円、営業利益 27 億円）。ベネッセなどの異業種出身の大手企業も他の外食業界と
手を組み、規模のメリットを発揮させていくことが予想される。
第二項 日本の介護事業はアジアで通用するのか？
日本の高齢化は世界でまれに見る事例だと言われる。ヨーロッパと違い急速に経済成
長したため、貧しい時の典型的な多産の家族構成から急激な少子高齢化へと進んだ。そ
の結果いびつな人口構造のピラミッドになり、医療の発展に伴い、多産の時代の人口層
が一気に高齢層に突入しているのである。これに対してヨーロッパは緩やかに高齢化社
会を迎え十分な準備期間があった。また、アメリカの場合は移民国家であるために、若
年層の移民が常に流入しており、健全な人口ピラミッド構造が構築できている。
アジアの国は、日本の背中を追っており、韓国、中国は 2020 年前後、東南アジア各
国は 2030 年～2040 年頃に高齢社会（高齢者比率 14％以上）に突入することが予想さ
れている。
当然そこには介護ビジネスのチャンスが生まれるわけであるが、日本の介護事業に成
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功した企業の手法は通用するだろうか？換言すれば、課題先進国と言われる日本の課題
解決手法は輸出することできるのだろうか？
まず考えられるのは、在宅サービスの展開は難しいということだろう。個別の自宅で
機械や設備を入れるには社会の成熟性が必要で、かなり時間がかかることが予想される。
地場の人件費の安い企業の独壇場になるだろう。
施設サービスならある程度勝負できると思われるが、どのような手法が考えられるの
だろうか？まずは日本で蓄積した職員の動線などを最適化した効率的な施設を展開す
ることができるだろう。初期の頃は、現地の安い人件費を使い日本流の教育システムと
サービスマニュアルを取り入れ差別化することが可能であろう。現地の人件費が上昇し
ライバル事業者の出現に合わせて、日本で蓄積した機械化、システム化を導入していく
ことで競争力を発揮できることが考えられる。
気がかりなのは各国の公的保険制度の有無や導入である。アジア各国で介護保険が導
入されている国は日本と韓国のみである。各国は、日本の財政負担の重さに驚き、介護
保険制度の導入には慎重な姿勢を見せる公算が大きい。海外企業への規制がなければ、
十分勝算があると考えられる。
いずれにせよ、これまで人類が経験したことがない超高齢化社会になる日本の動向を
アジア各国はじめ世界中が注目している。その中で介護業界を制した企業は、アジアを
始め世界でその高齢化の課題を解決するビジネス展開ができる潜在能力を有している
と考えることができるだろう。
第三項 研究上の課題
今回の論文作成を振り返り、もしもう一度論文の作成を行うと仮定した場合、介護業
界参入企業の経営トップへのインタビュー、対象企業の現場視察、また研究対象企業を
もっと増やすことなどを行うべきであったと考えている。特にベネッセに関しては、さ
らなるインタビュー、フィールドワークを行い深堀りができたのではないかと反省して
いる。今後の課題としていきたい。
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